
●編集方針
当社は、2008年度よりCSR報告書を発行し、事業活動やCSR活動を中心にステークホルダーの皆さまにお伝えしてまいりましたが、2014年度より

「ダイダンレポート」に名称を変え、従来の内容に財務・非財務データを盛り込み、統合的な企業レポートとしての位置付けを軸に構成しています。

●本レポートの対象範囲
・対象組織：本レポートの対象組織は、ダイダン株式会社本体を基本としています。財務情報の数値は連結で表示しています。
・対象期間：2019年4月から2020年3月までを基本としていますが、一部2020年4月以降のものも記載しています。

●参考にしたガイドライン
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　当社は、「総合設備工事業者として常に新たな価値の創造に挑戦し、より良い地球環境の

実現と社会の発展に貢献する」を経営理念に掲げ、人々がより安全で快適に暮らせる環境を

提供し続けることが、責務であると考えています。

　当社の117年のあゆみは、常にお客さまをはじめ、株主・投資家の皆さま、協力会社、社員、

地域社会の皆さまといったさまざまなステークホルダーの皆さまとともにありました。

　これからも皆さまのご期待に応えていくことが、持続的な企業価値向上につながっていくもの

と確信しています。

　今後ともダイダンの企業活動に一層のご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。

ダイダン
117年のあゆみ

1907年

1909年

1923年

日本銀行本店 ［東京］

1931年 1964年

最高裁判所庁舎 ［東京］

1974年 1994年 1996年 2010年

羽田空港 第二旅客ターミナル
［東京］

2010年 2011年

2015年2012年

2018年

GINZA SIX ［東京］

2017年

ISO26000、環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」、GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

01 DAI -DAN REPORT 2020 02DAI -DAN REPORT 2020


